
 

                     

板橋区保育施設における多様な他者との関わりの機会の創出事業利用料助成要綱 

（令和６年３月２９日区長決定） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は板橋区保育施設における多様な他者との関わりの機会の創出事業費補助金交

付要綱（令和６年３月２９日区長決定。以下「交付要綱」という。）に基づき行われる事業（以

下「事業」という。）において、事業を利用する児童の保護者が事業者に対して支払う利用料（交

付要綱第６条に定める利用者負担をいう。以下同じ。）の一部を区が助成することにより、児童

福祉の充実及び認可外保育施設（子ども子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第７条第１０項第４号に定める施設をいう。以下同じ。）との保育料の均等を図るこ

とを目的とする。 

 

（対象事業） 

第２条 この要綱の助成対象となる事業（以下「助成事業」という。）は交付要綱第５条第１号に

定める定期的な預かり及び同条第２号に定める要支援児童等の預かりとする。 

 

（助成対象者） 

第３条 この要綱による助成対象者は、助成事業を利用する児童の保護者のうち、板橋区内に住

所を有する者であって、別表に掲げる者とする。 

 

（助成金額） 

第４条 この要綱による助成金額は、助成対象者が事業者に対して支払った利用料の額と別表に

定める助成対象者に応じた補助基準額とを比較していずれか少ない額を選定する。 

 

（助成申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別記第１号様式（次項

において「申請書」という。）に、事業者が発行した利用料の領収書等その他必要な書類を添付

して、区長に提出しなければならない。 

２ 申請書には、世帯全員の当該年度区市町村民税課税（非課税）証明書又は納税通知書の写し

を添付するものとする。ただし、公簿等によって確認することができるときは、これを省略で

きるものとし、生活保護法の規定による保護を受けている世帯にあっては福祉事務所の長の証

明書に代えることができる。 

３ 第１項の規定による助成申請は、年度ごとに行うものとする。 

 

（交付決定通知等） 

第６条 区長は、前条の規定による申請を受けた場合であって、その内容を審査し、適当と認め

たときは交付決定通知書（別記第２号様式）により、不適当と認めたときは不交付決定通知書

（別記第３号様式）により、それぞれ申請者に通知する。 

 

 

 



 

（決定の取消し・変更） 

第７条 区長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金の交付決定の全部若しくは一部

を取り消し、又は変更することができる。 

（１）申請者が偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 

（２）助成要件を満たしていないとき。 

（３）その他区長が必要と認めたとき。 

 

（助成金の返還） 

第８条 区長は、前条の規定により助成金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変

更した場合において、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて申請者にその返還を

命ずることができる。 

 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は子ども家庭部長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

  付 則 

この要綱は、令和 6 年９月 25 日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表 

助成対象者 定義及び条件 補助基準額 

生活保護等世帯 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による被保護世帯並びに中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第 30 号）第 14 条第１項及び第３項に

規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 127 号）附則第

４条第１項に規定する支援給付並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成 25 年法律

第 106 号）附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例によること

とされる支援給付を含む。）受給世帯 

児童１人当たり 

日額 ３，０００円  

 

※利用月の１日現在、生

活保護等を受給している

場合に当該月の利用料を

補助対象とする。 

住民税非課税世帯 生活保護等世帯を除き当年度分の特別区民税又は市町村民税非課税世帯 
児童１人当たり 

日額 ２，４００円 

年収３６０万円未満相当世帯 

生活保護等世帯及び住民税非課税世帯を除き、当年度分の特別区民税又は市

町村民税のうち所得割の額（世帯構成員中 2人以上に所得がある場合について

は、所得割課税額の合計額とする。以下同じ。）が 77,100 円以下の世帯 

児童１人当たり 

日額 ２，１００円 

要支援児童等のいる世帯 

要支援家庭の児童等（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「児童

福祉法」という。）第６条の３第５項で規定する「保護者の養育を支援するこ

とが特に必要と認められる児童」及び８項で規定する「保護者のない児童又は

保護者に監護させることが不適当であると認められる児童」のいる世帯だけで

なく、保護者の不適切な育児について地域の関係機関が連携して支援していく

必要があると区市町村において判断される者を含む。）のいる世帯 

実費負担額 

多子世帯 

住民税課税世帯であって、第２子以降の児童（対象児童の保護者に監護され

る者であって、かつ対象児童の保護者と生計を一にする者のうち、最年長者か

ら順に数えて２人目以降の子どもをいう。）が助成事業を利用する世帯 

児童１人当たり 

月額 ４４，０００円 

１ 本表における特別区民税額又は市町村民税額の計算については、東京都板橋区保育所等の保育費用に関する条例（平成９年板橋区条例第 14 号）に

規定する保育費用に係る特別区民税額又は市町村民税額の計算の例による。 

２ 本表において生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による被保護世帯とは、同法第１１条第１項に規定する保護を現に受けている世帯とする。 

 


